
予算第１０号

新見市下水道事業会計予算　 　　

令 和 ２ 年 度

　



予算第 １ ０ 号

（ 総則 ）

第 １ 条 令和 ２ 年度新見市の下水道事業会計予算は 、 次に定める と こ ろによ る 。

（ 業務の予定量 ）

第 ２ 条 業務の予定量は 、 次の とお り と する 。

１ １９，８００ 人

２ ２，５１８，５００ ｍ
3

３ ６，９００ ｍ3

４ 処理場整備及び雨水施設整備事業

２５０，０４７ 千円

（ 収益的収入及び支出 ）

第 ３ 条 収益的収入及び支出の予定額は 、 次の とお り と 定める 。

１，４３３，３７１ 千円

３３５，５６６ 千円

１，０９７，８０５ 千円

１，４４２，３４９ 千円

１，１７７，１５３ 千円

２４０，６４０ 千円

１９，５５６ 千円

５，０００ 千円

（ 資本的収入及び支出 ）

第 ４ 条 資本的収入及び支出の予定額は 、 次の とお り と 定める （ 資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 １ １ ， ６ ６ ７ 千円は 、 引継金 １ １ ， ６ ６ ７ 千円で補てんする もの

とする 。 ） 。

１，０９２，７４５ 千円

９５，６００ 千円

１７４，７２２ 千円

９０，３８０ 千円

６４７，０４３ 千円

８５，０００ 千円

１，１０４，４１２ 千円

２５０，７２２ 千円

８４５，９１２ 千円

７，７７８ 千円

令和２年度新見市下水道事業会計予算

負 担 金 及 び

分 担 金

支 出

水 洗 化 人 口

下水道事業費用

営 業 費 用

収 入

年間総処理水量

第３項

第４項

資本的収入

第３項

一日平均処理水量

支 出

主な建設改良事業

営 業 外 収 益

第１項

第２項

第１款 下水道事業収益

第５項

営 業 外 費 用

第１款

建 設 改 良 費

特 別 損 失

第１項

第２項

第１款

第１項

第２項

第３項

第１款

第２項

基 金

資本的支出

収 入

補 助 金

基 金 積 立 金

営 業 収 益

予 備 費

企業債償還金

第４項

第１項

出 資 金

企 業 債
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（ 特例的収入及び支出 ）

第 ４ 条の ２ 地方公営企業法施行令第 ４ 条第 ４ 項の規定によ り 当該事業年度に属する債権

及び債務 と し て整理する未収金及び未払金の金額は 、 それぞれ ２ ４ ， １ １ ０ 千円 、 ８ ６

, ９ ４ ０ 千円であ る 。

（ 企業債 ）
第 ５ 条 企業債の起債の目的 、 限度額 、 起債の方法 、 利率及び償還の方法は 、 次の とお り
と 定める 。

起債の目的 限 度 額 起債の方法

公共下水道 普通貸借又 ％以内 政府資金につい
事業 は証券発行 （ ただ し 、 利 ては 、 その融資条

率見直し方式 件によ る 。 銀行そ
で借 り 入れる の他の場合には 、

特定環境保 資金について、 その債権者 と協定
全公共下水 利率の見直し し た融資条件によ
道事業 を行った後に る も の とする 。

おいては 、 当 ただ し 、 財政の
該見直し後の 都合によ り 、 据置

浄化槽事業 利率 ） 期間及び償還期限
を短縮し 、 も し く
は 、 繰上償還又は
低利に借換えする
こ と ができ る 。

（ 一時借入金 ）
第 ６ 条 一時借入金の限度額は 、 ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 千円 と定める 。

( 予定支出の各項の経費の金額の流用 ）
第 ７ 条 予定支出の各項の経費の金額を流用する こ と ができ る場合は 、 次の とお り と 定め
る 。
　 営業費用 と営業外費用の間 （ 次条に定める経費を除 く 。 ）  

( 議会の議決を経なければ流用する こ と のでき ない経費 )
第 ８ 条 次に掲げる経費については 、 その経費の金額を 、 それ以外の経費の金額に流用し
又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は 、 議会の議決を経なければな ら
ない 。
（ １ ） ７８，１４４ 千円

（ 他会計か らの補助金 ）
第 ９ 条 一般会計から この会計へ補助を受ける金額は 、 １ ８ ４ ， ７ ４ １ 千円であ る 。

令和 年 月 ２ １ 日 提出

新見市長 池 田 一 三

計

２ ２

９５，６００ 千

償　還　の　方　法

二

円

職員給与費

利　　　率

５．０２７，２００

円

円千２０，９００

４７，５００ 千

円千
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予　新見 計

令 和 ２ 年 度

水道事業会市下 明書　　 算説
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

当年度から、新見市下水道事業に地方公営企業法の財務規定を適用し、地方公営企業会計へ移

行する。

１ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 ２８年～５０年

機械及び装置 ７～２０年

工具器具および備品 ５年

２ 引当金の計上方法

（１）退職給付引当金

職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、岡山県

市町村総合事務組合に毎年度支払う一定の負担金（普通負担金および特別負担金）のみ

を負担し、積立金の不足額に応じて発生する追加的な費用負担（収支差額の調整のため

に支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む。）はすべて一般会計が負担することと

しているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基

づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不能欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

している。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

予定キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

予定キャッシュ・フロー計算における資金は、現金及び預金である。

Ⅲ 予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る一般会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は、１１，３７０，６４１千円である。
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Ⅳ セグメント情報の開示

１ 報告セグメントの概要

　新見市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落

排水事業、小規模集合排水事業、浄化槽事業、個別排水処理事業を運営しており、各事

業で運営方針を決定していることから、６つを報告セグメントとしている。

　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

公共下水道事業 都市計画区域内の市街地における下水道の維持管理、

汚水・雨水管渠の整備

特定環境保全公共下水道事業 都市計画区域外の市街地における下水道の維持管理、

汚水管渠の整備

農業集落排水事業 農業集落排水事業の処理区域における下水道の維持

管理

小規模集合排水事業 小規模集合排水事業の処理区域における下水道の維

持管理

浄化槽事業 浄化槽市町村整備排水処理事業の処理区域における

下水道の維持管理・整備

個別排水処理事業 個別排水処理事業の処理区域における下水道の維持

管理

２ 報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和２年４月１日　　 至　令和３年３月３１日） （単位　千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

12,258,805

排水事業
公共下水道事業

合　計浄化槽事業

事業区分 事業の内容

153,252

529,351

△ 376,099

7,203

△ 263,684 △ 111,750 △ 13,801

特定環境保全

公共下水道事業

農業集落

排水事業

小規模集合

84,306 14,991 2,005

347,990 126,741 15,806

5,050 2,140 264

9,825,654 3,153,003 250,078

7,911,489 2,252,550 372,357

50,926 358 305,838

個別排水

処理事業

12,343,870

139,658 5,542 1,165,088

△ 88,732 △ 5,184 △ 859,250

1,183,498 56,168 24,119,932

1,699 99 16,455

1,110,652 97,035 26,695,227
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収　　　　入 （単位　千円）

１

１

１

２

３

２

１

２

３

４

５

支　　　　出 （単位　千円）

１

１

１

２

３

４

５

２

１

２

３

３

１

４

１

令和２年度新見市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

1,442,349

1,177,153

54,073

167,772

1,433,371

335,566

1,455

下水道事業費用

雑 支 出

そ の 他 特 別 損 失

予 備 費

予 備 費

327,004

347

1,097,805

6,329

100

5,000

5,000

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 18,540

19,556

総 係 費

減 価 償 却 費

240,640

222,000

77,631

管 渠 費

款 項 目 予 定 額

予 定 額 備　　　考

備　　　考

款 項 目

下水道事業収益

営 業 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

他 会 計 負 担 金 111,280

184,741他 会 計 補 助 金

雑 収 益

794,000

特 別 損 失

8,215

浄 化 槽 費 83,677

19,556

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

営 業 費 用

処 理 場 費

794,000

支払利息及び企業債取扱諸費
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収　　　　入 （単位　千円）

１

１

１

２

１

３

１

４

１

２

５

１１

支　　　　出 （単位　千円）

１

１

１

２

２

１

３

１

基 金 積 立 金 7,778

基 金 積 立 金 7,778

1,092,745

174,722

174,722

647,043

250,047

675

250,722

90,380

90,380

3,924

85,000

1,104,412

企業債償還金

企 業 債 償 還 金

845,912

845,912

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

施 設 建 設 費

固 定 資 産 購 入 費

予 定 額 備　　　考

負 担 金 及 び

受 益 者 負 担 金 分 担 金

基 金

基 金

分 担 金 他 会 計 負 担 金 643,119

款 項 目

資 本 的 収 入

出 資 金

目

企 業 債

国 庫 補 助 金

出 資 金

資本的収入及び支出

款 項 備　　　考

95,600

企 業 債

予 定 額

95,600

85,000

補 助 金
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（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

引当金の増減額

長期前受金戻入額

支払利息及び企業債取扱諸費

受取利息・配当金

未払金の増減額

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

負担金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入

企業債の償還による支出

基金の取り崩しによる収入

基金への繰入による支出

他会計等からの繰入による収入

他会計等からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

令和２年度新見市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

6,522 千円

△794,000 千円

△7,646 千円

794,000

1,455 千円

△242,636 

千円△222,000 

千円

222,000 千円

△3,396 

217,149 千円

千円

△1,455 千円

△2,272 千円

千円

千円

千円

90,380 千円

△148,332 

千円

72,023 千円

174,722 千円

144,751

千円

△6,977 千円

79,000

95,600

千円

643,119 千円

3,924 千円

85,000 千円

△7,778 千円

△845,912 
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．
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１　総　括

２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分

（千円）(人)

特別職 一般職 報　　酬

　　給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費　　　　　

給　　料

（千円）

1,784

管理職手当
時 間 外
勤務手当

11

給 与 費 明 細 書

職 員 数

(人)
(   　1 )

11

(   　  )

1,784

36,970

(   　1 )

1,784

36,970

そ の 他 の 増 加 分

36,970

26,476

比 較

区 分

給 料

828 1,620 816

そ の 他 の 増 加 分

本 年 度
千円千円千円

前 年 度

住居手当 通勤手当

千円

1,376

増 減 事 由 別 内 訳

828 1,620 816

職 員 手 当

増 減 額

36,970

26,476

報 酬 1,784 そ の 他 の 増 加 分

1,376

本 年 度

前 年 度

比　　較

職 員 手 当
の 内 訳

区 分 扶養手当

千円

978

978
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78,144

（千円）

　　給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費　　　　　

職員手当 計 備　　考
法定福利費 合　　計

給 与 費 明 細 書

（千円）（千円） （千円）

26,476 65,230

26,476 65,230 78,144

12,914

12,914

9,031 6,279

（単位  千円）

説 明 備　　考

当年度から地方公営企業法適用

当年度から地方公営企業法適用

期末手当

9,031

退職手当
負 担 金

千円 千円 千円

勤勉手当

6,279 5,548

当年度から地方公営企業法適用

5,548
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３　給料及び職員手当の状況

　    （１）　職員１人当たり給与

  　　（２）　初　任　給

一　般　行　政　職

311,700平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 料 月 額 （円）

一般行政職

（円） 347,032

平 均 年 齢 （歳） 40.02

平 均 給 与 月 額

平 均 給 与 月 額 （円）

150,600

平 均 年 齢 （歳）

大 学 卒

高 校 卒

区 分

平成３１年 ３ 月３１日現在

182,200

区 分

令和 ２ 年 ３ 月３１日現在
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備　　　　　　　考

一 般 会 計 の 制 度

一般行政職

150,600

182,200

（単位  円）
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　  　（３）　級別職員数

(級別の基準となる職務）

一 般 行 政 職 主　　　任

１ 級 ２ 級 ３ 級区　　　　　分

主 事

一 般 行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

１級
( ) (

1
( )

2２級
(

３級
( )

2 20.0

10.0

20.0

)

)

４級
( )

3
( )

30.0

５級
( )

1
( )

10.0

( )

６級
( )

1
( )

10.0

７級
( ) ( )

８級
( ) ( )

) ( )

10 100.0計
(

１級
) )(

( )

(

)

( )

( )

)(

(

( )

)

( )

)

)

)(

(

主　　　 事

計
(

５級

７級

)

令和 ２ 年 ３ 月３１日現在

平成３１年 ３ 月３１日現在

)

)( )

３級
(

(

区　　　　　　　分

８級

(

４級

２級

(

)(

６級
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５ 級

課 長 補 佐 課 長 次 長

８ 級

係 長

６ 級 ７ 級

備 考

４ 級

部 長
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  　　（４）　昇　給

      （５）　期末手当・勤勉手当

区　　　　分
１２月（月分）

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

本

年

度

10

（ ）

（ ）
2.250

通 勤 手 当

扶 養 手 当

住 居 手 当

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同

同

区 分

一般会計の制度
（ ）（ ）

2.250

６月（月分）

３ 号 給

同

昇 給 に 係 る 職 員 数

（Ａ）

（Ｂ）

（％）

2.250

（ ）

（人）

2.250

一 般 行 政 職

（人）

職 員 数 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

10

３ 号 給

（人）

２ 号 給 （人）

（人）

前

年

度

比 率

号 給 数 別 内 訳

（人）

（Ｂ）

（人）

（Ｂ）

職 員 数

100.0

２ 号 給

（Ａ）

４ 号 給

（人）４ 号 給 10

本 　 年 　 度
（ ）

比 率 （Ｂ） ／ （Ａ）

前 　 年　  度

　　　（６）  その他の手当

号 給 数 別 内 訳

（Ａ）／

区 分

（％）

（人）
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備 考

4.50

支　給　率　計

（月分）
備　　　　　　考

級等による加算措置

（ ）

差 異 の 内 容

有

職制上の段階、職務の

（ ）

（ ）

4.50

有
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１ 円 円 円 　 円

 

　

２

 

 

 

1,477,770,559

令和２年度新見市下水道事業予定開始貸借対照表

（令和２年４月１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

（１）有 形 固 定 資 産  

イ 土 地 914,277,654

ロ 建 物 3,134,521,075

減価償却累計額 2,068,173,915

ハ 構 築 物 31,291,685,576

△ 1,066,347,160

減価償却累計額 △ 10,124,186,479 21,167,499,097

ニ 機 械 及 び 装 置 9,972,256,007

減価償却累計額 1,554,556,294

ホ 工具器具及び備品 40,669,749

△ 8,417,699,713

25,750,382,149

減価償却累計額 5,062,592

ヘ 建 設 仮 勘 定 40,812,597

△ 35,607,157

（２）投 資

イ 基 金

有形固定資産合計

投 資 合 計 1,477,770,559

固 定 資 産 合 計 27,228,152,708

流 動 資 産

（１）現 金 預 金 79,000,000

（３）そ の 他 流 動 資 産 0

（２）未 収 金 24,110,927

貸 倒 引 当 金 0 24,110,927

流 動 資 産 合 計 103,110,927

資 産 合 計 27,331,263,635
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３ 円 円 円 　 円

４

　

　

５

長期前受金収益化累計額 　

　

　

　 　

６

７

負　債　の　部

 

固 定 負 債

（１）企 業 債 11,275,040,330

固 定 負 債 合 計 11,275,040,330

流 動 負 債

（１）企 業 債 845,912,000

（２）未 払 金 86,940,046

（３）引 当 金 0

流 動 負 債 合 計 932,852,046

繰 延 収 益

（１）長 期 前 受 金 22,360,542,167

（２） △ 9,645,390,002

繰 延 収 益 合 計 12,715,152,165

負 債 合 計 24,923,044,541

資　本　の　部

資 本 金

（１）自 己 資 本 金 1,493,941,440

資 本 金 合 計 1,493,941,440

剰 余 金

（１）資 本 剰 余 金 914,277,654

資 本 剰 余 金 合 計 914,277,654

（２）利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金 0

利 益 剰 余 金 合 計 0

剰 余 金 合 計 914,277,654

資 本 合 計 2,408,219,094

負 債 資 本 合 計 27,331,263,635
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１ 円 円 円 　 円

 

　

２

 

 

 そ の 他 流 動 資 産

23,637,927

1,400,548,559

減 価 償 却 累 計 額

資　産　の　部

資 産 合 計

構 築 物

25,199,017,966

10,013,068,604

31,533,707,757

令和２年度新見市下水道事業予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

95,660,813

0

△ 1,109,449,160

914,277,654

有 形 固 定 資 産

26,695,227,338

2,025,071,915

21,000,303,278

1,255,127,891

△ 10,533,404,479

4,237,228

ホ

ニ

（１）

3,134,521,075

固 定 資 産

 

△ 8,757,940,713

ロ

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

ハ

基 金

0

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

△ 37,046,157

建 設 仮 勘 定

投 資（２）

イ

72,022,886

土 地

建 物

41,283,385

有形固定資産合計

ヘ

イ

機 械 及 び 装 置

流 動 資 産

24,110,927

△ 473,000

（２）

（１）現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

（３）

26,599,566,525

投 資 合 計 1,400,548,559
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３ 円 円 円 　 円

４

　

　

５

　

　

　

　 　

６

７

84,667,749

 

負　債　の　部

914,277,654

（１）

（１）

長期前受金収益化累計額

当年度未処理欠損金

（１）

企 業 債

繰 延 収 益

（３）引 当 金

23,097,965,167

24,119,932,244

資 本 剰 余 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金

1,668,663,440

1,668,663,440

959,382,915

固 定 負 債

868,666,166

10,501,974,164

10,501,974,164

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

（１）

（２）未 払 金

企 業 債

固 定 負 債 合 計

12,658,575,165

6,049,000

（２）

△ 10,439,390,002

914,277,654

△ 7,646,000

（２）

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

（１）

資 本 金

資　本　の　部

剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金

906,631,654

資 本 合 計 2,575,295,094

負 債 資 本 合 計 26,695,227,338

イ △ 7,646,000

利 益 剰 余 金 合 計
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収　益　的　収　入 （単位　千円）

公共下水道使用料

特定環境保全公共下水道使用料

農業集落排水使用料

小規模集合排水使用料

浄化槽使用料

個別排水使用料

暗渠使用料

雨水処理負担金

督促手数料、指定工事店申請手数料

延滞金

下水道事業償還基金利子

基準外補助金

基準内負担金

受益者負担金

受益者分担金

土地貸付収益

負 担 金 他 会 計 負 担 金 111,280

雑 収 益

そ の 他 雑 収 益

及び配当金

消 費 税 還 付 金

他 会 計 111,280

393

7

消費税及び地方

2,445

3,876

6,329

施 設 使 用 料 4

1

159,584

92,500

16,448

2,200

55,875

長期前受金収益化（減価償却費見合）

令和２年度新見市下水道事業会計予算積算基礎資料

収益的収入及び支出

款　　　項 目 予定額
明　　　　細

節 金　額 備　　　　考

下水道事業収益 1,433,371

営 業 収 益 335,566

下 水 道 327,004

使 用 料 下 水 道 使 用 料 327,000

そ の 他 347

他 会 計

負 担 金

営 業 収 益 手 数 料 346

雑 収 益 1

営 業 外 収 益 1,097,805

受 取 利 息 1,455

基 金 利 息 1,455

他 会 計 184,741

補 助 金 他 会 計 補 助 金 184,741

長期前受金 794,000

6,328

8,215一般会計負担金

8,215

戻 入 長期前受金戻入 794,000
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収　益　的　支　出 （単位　千円）

消耗品費

下水道台帳補正業務委託料

下水道台帳システム保守管理料

土地借上料

公共ます等修繕費

電力料

消耗品費

機械等燃料代

水道代

浄化センター電話代

施設管理委託料

清掃委託料

機械設備保守点検委託料

水質等検査委託料

脱水汚泥処分委託料

下水道汚泥受入審査手数料

機械設備等修繕費

電力料

凝集剤等薬品費

検査試薬費

直購入材料費

消耗品費

浄化槽管理委託料

浄化槽修繕費

浄化槽普及促進協議会負担金

職員７名分基本給

職員手当等

賞与引当金繰入額

共済組合等負担金

マンホールポンプ非常通報電話代

マンホールポンプ保守管理委託料

17,091

4,000

11,189

備　　　　考

下水道事業費用 1,442,349

款　　　項 目 予定額
明　　　　細

節

営 業 費 用 1,177,153

管 渠 費 54,073

委 託 料 21,091

383

賃 借 料 120

修 繕 費 8,222

動 力 費 19,380

手 数 料

処 理 場 費 167,772

備 消 品 費 844

燃 料 費 62

光 熱 水 費 709

委 託 料 111,602 54,732

686

21,920

5,463

28,801

手 数 料 99

修 繕 費 6,090

動 力 費 36,462

薬 品 費 11,286

97

材 料 費 20

修 繕 費

10,685

総 係 費 77,631

法 定 福 利 費 8,032

手 当

賞 与 引 当 金 3,421

繰 入 額

598通 信 運 搬 費

備 消 品 費 432

通 信 運 搬 費 4,445

金　額

会 費 負 担 金 60

委 託 料 78,569

備 消 品 費 48

5,000

給 料 25,181

浄 化 槽 費 83,677
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法定福利費引当金繰入額

普通旅費

研修旅費

退職負担金

消耗品費

納付書印刷代

自動車燃料代

郵便料金

預金調査手数料等

口座振替手数料

事務機器保守管理手数料

事務機器等借上料

テレビ受信料

基幹業務システム利用料

自動車等修繕費

会議研修会等出席負担金

日本下水道協会負担金

下水道賠償責任保険料

自賠責保険料

自動車重量税

既設浄化槽再利用工事補助金

水洗便所改造資金利子補給補助金

上下水道料金システム更新委託料

下水道事業審議会支援業務委託料

土地改良連合会研修会出席負担金

受益者負担金全期前納報奨金等

下水道事業運営審議会委員報償費

555

429

旅 費 250

200

補 助 金 239

138

112

退 職 手 当 5,548

報 償 費 984

備 消 品 費 115

組 合 負 担 金

印 刷 製 本 費 583

通 信 運 搬 費 901

委 託 料 14,055

燃 料 費 108

4,055

10,000

手 数 料 1,156 23

671

462

賃 借 料 4,777 4,065

36

676

修 繕 費 270

会 費 負 担 金 389 234

150

保 険 料 227 176

5

51

公 課 費 14

39

法 定 福 利 費 696

引 当 金 繰 入 額

款　　　項 目 予定額
明　　　　細

節 金　額 備　　　　考
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建物

構築物

機械装置

工具器具

長期債利息

受益者負担金還付金等

使用料還付金

貸倒引当金の繰入

過年度に帰属する消費税及び賞与等

減価償却費 794,000

目

有 形 固 定 資 産 794,000 43,102

減 価 償 却 費 409,218

営 業 外 費 用 240,640

支 払 利 息 222,000

及び企業債 企 業 債 利 息 218,712

取 扱 諸 費 一時借入金利息 3,288

消費税及び 18,540

地方消費税 消 費 税 及 び 18,540

地 方 消 費 税

雑 支 出 100

雑 支 出 100

特 別 損 失 19,556

その他特別 19,556

損 失 引 当 金 繰 入 額 473

その他特別損失 19,083

予 備 費 5,000

5,000

予 備 費 5,000

予 備 費

340,241

1,439

明　　　　細
款　　　項 予定額

節 金　額 備　　　　考

40

60
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資　本　的　収　入 （単位　千円）

下水道事業債借入金

基準外出資金

公共下水道事業補助金

特定環境保全公共下水道事業補助

金

農業集落排水事業補助金

浄化槽事業補助金

基準内負担金

下水道事業償還基金

浄化槽補修基金

出 資 金

22,600

51,700

8,000

負 担 金

8,080

備　　　　考

企 業 債 95,600

款　　　項 目 予定額
明　　　　細

節

下 水 道 事 業 債 95,600

資 本 的 収 入 1,092,745

174,722

他 会 計 出 資 金 174,722

企 業 債 95,600

国庫補助金 90,380

国 庫 補 助 金 90,380

出 資 金 174,722

負 担 金 及 び 647,043

受 益 者 3,924

基 金 85,000

基 金 85,000

基 金 85,000 80,000

5,000

受 益 者 分 担 金 3,924

90,380

金　額

補 助 金

分 担 金 他 会 計

負 担 金

643,119

643,119他 会 計 負 担 金
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資　本　的　支　出 （単位　千円）

職員３名分基本給

職員手当等

会計年度任用職員手当等

賞与引当金繰入額

会計年度任用職員

共済組合等負担金

法定福利費引当金繰入額

普通旅費

被服費

消耗品費

自動車燃料代

郵便料金

計画策定委託料等

電気設備更新委託料

調査委託料等

コピー機賃借料

道路舗装修繕、公共ます修繕

路面修繕材料

公共ます設置工事等

雨水整備工事

浄化槽設置工事

パソコン購入費

長期債元金

下水道事業償還基金積立金

基金積立金 7,778

繰 入 額

法 定 福 利 費 326

引 当 金 繰 入 額

備　　　　考

35,358

款　　　項 目 予定額
明　　　　細

節

資 本 的 支 出 1,104,412

建 設 改 良 費 250,722

施設建設費 250,047

給 料 11,789

手 当 5,216 4,988

旅 費 8

228

備 消 品 費 528

法 定 福 利 費

材 料 費 50

通 信 運 搬 費 787

賃 借 料 707

食 糧 費 6

工 事 請 負 費 56,307

委 託 料 162,199 69,817

4,382

購 入 費 固定資産購入費 675

固 定 資 産 675

企業債償還金 845,912

償 還 金 企 業 債 償 還 金 845,912

基 金 積 立 金 7,778

7,778基 金 積 立 金

企 業 債 845,912

20,149

800

報 酬

金　額

賞 与 引 当 金 1,606

被 服 費

修 繕 費 4,300

151

3,860

88,000

1,784

燃 料 費 423

-27-




